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議案第 ７ 号

　（総　則）
第１条　令和7年度府中市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 病　床　数 308 床
（２） 年間患者数

入　院 63,510 人
外　来 11,374 人

（３） １日平均患者数
入　院 174 人
外　来 47.0 人

（４） 主要な建設改良事業
患者移送車両他 21,103 千円

　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款 1,425,139 千円
　　第１項 974,907 千円
　　第２項 450,231 千円
　　第３項 1 千円

　第１款 1,425,139 千円
　　第１項 1,418,325 千円
　　第２項 6,813 千円
　　第３項 1 千円

　（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支
  出額に対して不足する額280,029千円は、過年度分損益勘定留保資金等280,029千円で補
　填する。）。

　第１款 63,160 千円
　　第１項 15,106 千円
　　第２項 2,453 千円
　　第３項 10,600 千円
　　第４項 35,000 千円
　　第５項 1 千円

　第１款 343,189 千円
　　第１項 23,556 千円
　　第２項 19,633 千円
　　第３項 300,000 千円

他 会 計 負 担 金

令和７年度　府中市病院事業会計予算

医 業 収 益

医 業 外 費 用

収 入

資 本 的 収 入

病 院 事 業 収 益

企 業 債

支 出

医 業 外 収 益

他会計貸付金償還金

企 業 債 償 還 金

特 別 損 失

特 別 利 益

医 業 費 用

資 本 的 支 出

国 保 調 整 交 付 金

収 入

病 院 事 業 費 用

投 資 有 価 証 券

固 定 資産 売却 代金

建 設 改 良 費

支 出
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　（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額 起債の方法 償還の方法

千円

10,600

　（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は､150,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第７条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に
　流用し、又はこれら以外の経費の金額をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会
　の議決を経なければならない。
　　　　（１）　職員給与費 1,021,216 千円
　　　　（２）　交　際　費 200 千円

　（たな卸資産購入限度額）
第８条　たな卸資産の購入限度額は、51,200千円と定める。

　　　　　令和７年２月２５日提出

　ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率

府中市長　小 野 申 人　　　　　

利率

証書借入病院施設整備事業

起債の目的

　借入先の融資条件によ
る。 ただし、企業財政そ
の他の都合により据置期
間及び償還期限を短縮
し、もしくは繰上償還又
は低利に借り換えること
ができる。

5.0％以内
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収　入

千円 千円

1 事 業 収 益 1,425,139

(1) 医 業 収 益 974,907

1 入 院 収 益 903,983 入 院 収 益 年間延入院患者数63,510人 903,983

2 外 来 収 益 55,003 外 来 収 益 年間延外来患者数11,374人 55,003

3 その他医業収益 15,921 その他医業収益
洗濯､移送介護､院外診療､文
書料他 15,921

(2)医業外収益 450,231

1 受 取 利 息 3,011 預 金 利 息 3,011

2 患者外給食収益 720 患者外給食収益 720

3 他 会 計 補 助 金 0 他 会 計 補 助 金 0

4 他 会 計 負 担 金 422,348 他 会 計 負 担 金 運営費負担金 398,427

企業債利息 579

研究研修費 912

共済追加費用 9,570

児童手当 12,860

5 補 助 金 0 国保調整交付金 療養環境改善事業 0

6 引 当 金 戻 入 0 引 当 金 戻 入 貸倒引当金 0

7 長期前受金戻入 17,742 長期前受金戻入 17,742

8 その他医業外収益 6,410 その他医業外収益 住宅使用料他 6,409

保 険 金 1

(3) 特 別 利 益 1 1

1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

2 その他特別利益 0 長期前受金戻入 0

令和７年度　府中市病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

備　　　　　　　考款 ・ 項 目 予 定 額
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支　出

千円 千円

1 事 業 費 用 1,425,139

(1) 医 業 費 用 1,418,325

1 給 与 費 1,021,216

（給　　　　料） 454,431

医 師 給 6名 43,135

看 護 師 給 72名 272,719

医 療 技 術 員 給 10名 38,965

事 務 員 給 8名 34,386

会 計 年 度
任 用 職 員 給

医師､看護師､准看護師､技
術員､事務員､看護補助者 65,226

（ 手 当 ） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 290,248

医 師 手 当 58,275

看 護 師 手 当 145,534

医療技術員手当 19,196

事 務 員 手 当 15,904

児 童 手 当 12,860

会 計 年 度
任 用 職 員 手 当

医師､看護師､准看護師､技
術員､事務員､看護補助者 38,479

報 酬
医師､看護師､准看護師､技
術員､事務員､看護補助者 32,072

法 定 福 利 費
共済負担金・追加費用､
社会保険料他 140,921

退 職 給 付 費 42,042

賞 与 引 当 金 61,502

2 材 料 費 46,211 薬 品 費 投薬､注射､外用薬品 32,000

診 療 材 料 費 検査試薬､酸素他 13,003

給 食 材 料 費 厨房用消耗品他 450

医療消耗備品費 758

3 経 費 273,136 厚 生 福 利 費 20

報 償 費 謝礼等 0

旅 費 普通旅費 1,243

被 服 費 白衣､予防衣､診察衣他 5,324

消 耗 品 費 事務・管理・病棟用 5,233

消 耗 備 品 費 1,054

光 熱 水 費 電気料､ガス料､水道料 32,301

燃 料 費 Ａ重油、ガソリンほか 17,424

印 刷 製 本 費 診療費明細書他 82

修 繕 費 13,899

予 定 額目 備　　　　　　　考款 ・ 項
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千円 千円

保 険 料
病院賠償保険料､
建物火災保険他 1,097

賃 借 料 基準寝具他 14,134

通 信 運 搬 費 2,245

委 託 料 浄化槽管理､検査､給食業務他 159,967

手 数 料 クリーニング他 5,068

諸 会 費 1,698

交 際 費 200

負 担 金 12,000

雑 費 126

貸倒引当金繰入額 21

4 減 価 償 却 費 75,739 建物減価償却費 37,390

建 物 附 属 設 備
減 価 償 却 費 0

構築物減価償却費 861

器 械 備 品
減 価 償 却 費 37,201

車両減価償却費 287

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 0

5 資 産 減 耗 費 200 固定資産除却費 200

6 研 究 研 修 費 1,823 謝 金 50

図 書 費 医学書他 613

旅 費 研修旅費 818

研 究 雑 費 研修参加費 342

(2)医業外費用 6,813

1 支 払 利 息 1,157 企 業 債 利 息 1,157

2 患者外給食材料費 605 患者外給食材料費 605

3 雑 損 失 2,610 雑 損 失 納付消費税他 2,610

4 繰 延 勘 定 償 却 2,440 繰 延 勘 定 償却 2,440

5 補 償 費 1 賠 償 金 1

(3) 特 別 損 失 1

1 過年度損失修正損 1 過年度損失修正損 1

(4) 予 備 費 0

1 予 備 費 0 予 備 費 0

備　　　　　　　考目 予 定 額款 ・ 項
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収　入

千円 千円

1 資 本 的 収 入 63,160

(1)他会計負担金 15,106

1 他 会 計 出 資 金 15,104 他 会 計 出 資 金 企業債償還金元金等 15,104

2 他 会 計 負 担 金 2 他 会 計 負 担 金 建設改良費負担金 2

(2)国保調整交付金 2,453

1 国保調整交付金 2,453 国保調整交付金 療養環境改善事業 2,453

(3) 企 業 債 10,600

1 企 業 債 10,600 企 業 債 医療機器他 10,600

(4)他会計貸付金
　 償   還 　金 35,000

1
他 会 計 貸 付 金
償 還 金 35,000 他会計貸付金返還金 35,000

(5) 固 定 資 産

売 却 代 金
1

1 固定資産売却代金 1 固定資産売却代金 1

支　出

千円 千円

1 資 本 的 支 出 343,189

（1）建設改良費 23,556

1 建 築 費 0 0

2 有形固定資産購入費 22,181 器械備品購入費 脳波計他 22,181

3 無形固定資産購入費 1,375 器械備品購入費 オンライン資格確認システム 1,375

（2）企業債償還金 19,633

1 企 業 債 償 還 金 19,633 企 業 債 償 還 金 19,633

（3）投資有価証券 300,000

1 投 資 有 価 証 券 300,000 有 価 証 券 300,000

目 予 定 額 備　　　　　　　考款 ・ 項

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 ・ 項 予 定 額 備　　　　　　　考目
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（単位　千円）

（ １ ） 当年度純利益（△は純損失） 0

（ ２ ） 減価償却費 75,739

（ ３ ） 資産減耗費 200

（ ４ ） 退職給付引当金の増減額（△は減少） 39,966

（ ５ ） 貸倒引当金の増減額（△は減少） 21

（ ６ ） その他引当金の増減額（△は減少） △ 11,188

（ ７ ） 長期前受金戻入額 △ 17,742

（ ８ ） 受取利息 △ 3,011

（ ９ ） 支払利息 1,157

（ １０ ）繰延勘定税償却 2,440

（ １１ ）未収金の増減額（△は増加） 5,959

（ １２ ）未払金の増減額（△は減少） △ 67,635

（ １３ ）たな卸資産の増減額（△は増加） 0

小計 25,906

（ １４ ）受取利息 3,011

（ １５ ）支払利息 △ 1,157

業務活動によるキャッシュ・フロー 27,760

（ １ ） 有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 23,556

（ ２ ） 有価証券の取得による支出 △ 300,000

（ ３ ） 一般会計負担金収入 2

（ ４ ） 国保調整交付金収入 3,000

（ ５ ） 県費補助金収入 1,900

（ ６ ） 他会計貸付金の償還による収入 35,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 283,654

（ １ ） 企業債による収入 10,600

（ ２ ） 一般会計出資金による収入 15,104

（ ３ ） 企業債の償還による支出 △ 19,633

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,071

資金増減額 △ 249,823

資金期首残高 1,814,279
資金期末残高 1,564,456

令和７年度　府中市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
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１．総　　　括

職員数の（）内は短時間勤務職員数の外書きです。

　ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数の（）内は短時間勤務職員数の外書きです。

329 239 217,761 6,907 9,656比   較 △ 138 1,056 △ 803 321 2,553

0 4,789 11,201 12,454 152,884 31,662

11,440 12,475 159,791 41,318

前年度 13,998 6,840 14,381 3,351 52,694

(千円) (千円)

本年度 13,860 7,896 13,578 3,672 55,247 7,761 5,118

手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

時 間 外 夜間勤務 宿 日 直 期末勤勉
退職給付費

手　　当 手当 勤務手当 手　　当 手 　 当

△ 36,481 △ 10,012

手
当
の
内
訳

区分
扶養手当 管理職手当 通勤手当

住居
手当

特殊勤務 地域

0 0 0

合　　　　計 0 △3（0） 0 △ 1,433 27,902 26,469

27,902 26,469 △ 36,481 △ 10,012

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0
比
較

損益勘定支弁職員 0 △3（0） 0 △ 1,433

0

合　　　　計 0 99（0） 0 390,638 304,254 694,892 160,823 855,715

160,823 855,715

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

124,342 845,703

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 99（0） 0 390,638 304,254 694,892

0 0 0

合　　　　計 0 96（0） 0 389,205 332,156 721,361

332,156 721,361 124,342 845,703

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

(千円)

特別職 一般職

(千円)

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 96（0） 0 389,205
（人） （人） (千円) (千円) (千円) (千円)

344 263 21

福利費

2,553 9,210 8,237 7,153

区　　分

職　　員　　数 給　　　　　　　与　　　　　　費 法  定
合　計

報　酬 給　料 手　当 計

4,957 12,294 12,454 190,046 34,889

比   較 △ 138 1,056 △ 803 321

12,475 198,283 42,042

前年度 13,998 6,840 17,185 3,351 56,701 0

(千円)

本年度 13,860 7,896 16,382 3,672 59,254 9,210 5,301 12,557
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

退職給付費
手　　当 手当 勤務手当 手　　当 手 　 当 手　　当

特殊勤務 地域 時 間 外 夜間勤務 宿 日 直 期末勤勉

手
当
の
内
訳

区分
扶養手当 管理職手当 通勤手当

住居
手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

0

合　　　　計 0 △3（4） 9,812 △ 5,360 28,217 32,669 △ 22,786 9,883

△ 22,786 9,883

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

163,707 998,473

比
較

損益勘定支弁職員 0 △3（4） 9,812 △ 5,360 28,217 32,669

0 0 0

834,766

998,473

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

0 135（8） 22,260

352,715 834,766 163,707

459,791 352,715

867,435 140,921 1,008,356

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 135（8) 22,260 459,791

合　　　　計

合　　　　計 0 132（12) 32,072 454,431 380,932

1,008,356

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

(千円)

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 132（12) 32,072 454,431 380,932 867,435 140,921

手　当 計 福利費

（人） （人） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

給与費明細書

区　　分

職　　員　　数 給　　　　　　　与　　　　　　費 法  定
合　計

特別職 一般職 報　酬 給　料
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　イ　会計年度任用職員

職員数の（）内は短時間勤務職員数の外書きです。

２．給料及び手当の増減額の明細

職員数の状況
 本年度　　 人
 前年度　　 人
　増 減 人

３．給料及び職員手当の状況(会計年度任用職員を除く）

（１）職員一人当たり給与

（２）初任給

手当 28,217

188,000

（単位：円）

行政職
国の制度

二表

期末勤
勉手当

0.05月分期末手当、0.05月分勤勉手当を引上げ3,617

大　学　卒 227,400 249,400（短三卒） 220,000 227,400 249,400　（短三卒） 220,000

三表

高　校　卒 194,500

区　　分
医療職

三表
医療職

行政職一
二表

375,852 386,936

平 均 年 齢 （歳） 56歳5月 40歳8月 47歳6月 45歳0月

43歳7月

令和6年1月1日現在

平均給料月額（円） 613,860 309,200 353,422

平均給与月額（円） 1,274,880 356,184

365,157

平均給与月額（円） 1,282,680 371,951 383,992 417,358令和7年1月1日現在

平均給料月額（円） 631,260 326,243

308,101

平 均 年 齢 （歳） 57歳5月 40歳6月 48歳4月

316,783

区　　　分
医  師 医療技術員 看護師・准看護師

行　 政　 職
医療職　一表 医療職　二表 医療職　三表

　その他の増減分 14,244

給料 △ 5,360

　給与改定に伴う増減分 9,759
・給料表改定率　行政職　平均2.76％
・実施時期　　　令和6年4月1日

　普通昇給に伴う増加分 826

　その他の増減分 △ 15,945
132
135
△ 3

区　分
増減額 増減事由別内訳

説明
(千円) (千円)

1,449 15 24 0 1,330 △ 2,503比   較 0 0 0 0 0

0 168 1,093 0 37,162 3,227

1,117 0 38,492 724

前年度 0 0 2,804 0 4,007

(千円) (千円)

本年度 0 0 2,804 0 4,007 1,449 183

手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

時 間 外 夜間勤務 宿 日 直 期末勤勉
退職給付費

手　　当 手当 勤務手当 手　　当 手 　 当

13,695 19,895

手
当
の
内
訳

区分
扶養手当 管理職手当 通勤手当

住居
手当

特殊勤務 地域

0 0 0

合　　　　計 0 0 （4） 9,812 △ 3,927 315 6,200

315 6,200 13,695 19,895

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0
比
較

損益勘定支弁職員 0 0 （4） 9,812 △ 3,927

0

合　　　　計 0 36（8） 22,260 69,153 48,461 139,874 2,884 142,758

2,884 142,758

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

16,579 162,653

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 36（8） 22,260 69,153 48,461 139,874

0 0 0

合　　　　計 0 36 (12) 32,072 65,226 48,776 146,074

48,776 146,074 16,579 162,653

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

(千円)

特別職 一般職

(千円)

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 36 (12) 32,072 65,226
（人） （人） (千円) (千円) (千円) (千円)

手　当 計 福利費区　　分

職　　員　　数 給　　　　　　　与　　　　　　費 法  定
合　計

報　酬 給　料

　制度改正に伴う増減分 9,210

扶養手当　配偶者6,500円→3,000円、子
10,000円→11,500円

扶養手
当

地域手当 府中市　2％

1,146
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（３）　級別職員数

（級別の基準となる職務）

１級主事 ２級主事

１級技師 ２級技師

1 11.1

参事

副事務長

事務長

技師長

薬局長

係長

看護師長

総看護師長

５級 ６級 ７級

主任薬剤師

主任

主任看護師

主任臨床心理士

主任精神保健福祉士

主任技師

主任主事

准看護師

看護師

主任作業療法士

主任臨床検査技師

副院長

臨床心理士

精神保健福祉士

作業療法士

臨床検査技師

院長

４級

精神保健福祉士

臨床心理士

准看護師

看護師

３級

薬剤師

作業療法士

臨床検査技師

薬剤師

医員

医長

２級

7級

2級

2

計

2

8

5級

准看護師

1級

職員数（人）

2級

1

3

3級
4級 2

1級
2級

医療職　一表　（医師） 医療職 二表 （医療技術員）

構成比（％） 構成比（％）職員数（人）
区　　分

級 職員数（人） 級

1級 2
2級 1 20.0

令和7年 3級 6
1月1日現在 4級 1

20.0
20.0

1

5級

1級
100.0

2 40.0

3級

計 5 計 8
1級
2級 1 2級 1

令和6年 3級 1
20.0

1月1日現在 4級 21 4級
5級

計

医療職 三表 （看護師・准看護師）

構成比（％）

5

行政職

級 職員数（人）

100.0100.0

構成比（％）
区　　分

級

1月1日現在 4級 3 4級4.1

1級
2級 9

令和7年 3級 56

100.0

5級 5

1級
73

6.9

2級 11

6級

計

1月1日現在 4級 3 4.1
令和6年 3級 54 74.0

5級 5級5 6.8
6級

33.4
22.2

100.0

15.1

100.0 9
7級

76.7

4級 2

3級

2

計

73

12.5

20.0
20.0

1

計 10

臨床心理士

25.0
25.0

100.0

臨床検査技師

3

3級

1級

計

行政職

100.0

10.0
70.0

33.3

25.0

12.3 12.5

精神保健福祉士
医療職

三
表

一
表

区　分 １級

二
表

医員

75.0
25.0

作業療法士

40.0

20.0
7
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（４）昇給

職　員　数　（A） 　 (人)

(人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

(B)/(A) (％)

職　員　数　（A） 　 (人)

(人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

(B)/(A) (％)

（５）特殊勤務手当

給料総額に対する比率　 (％)

支給対象職員の比率 　 (％)

（６）期末勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 (単位：月分）

（８）その他の手当

家賃額の支給基準の下限 12,000円

手当額の上限 27,000円

家賃額の支給基準の下限 16,000円

手当額の上限 28,000円

区　　分 合　　　　計
代　表　的　な　職　種

医療職一表 医療職二表 医療職三表 行政職

94 5 8 73 8

本 昇給に係る職員数（B） 86 3 8 67 8

号給数別内訳

14 14

年 72 3 8 53 8

度
比　　　率 91.5 60.0 100.0 91.8 100.0

97 5 10 73 9

前 昇給に係る職員数（B） 88 3 9 67 9

号給数別内訳

15 1 13 1

年 73 3 8 54 8

度
比　　　率 90.7 60.0 90.0 91.8 100.0

区　　分 全職種
医療職

行政職
一表 二表 三表

13.2 66.2 2.4 8.4 1.2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　（令和7年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称 　技術　夜間看護　診療呼出　精神病院　新型コロナウイルス感染症対応

区　　分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

備考
6月（月分） 12月（月分） (月分) 級等による加算措置

本年度 2.300 2.300 4.600 0～15％

前年度 2.250 2.250 4.500 0～15％

国の制度 2.300 2.300 4.600 0～20％

区　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
そ の 他 の

備考
加算措置等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期

退職特別措置

2％～20％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期

国：

退職特別措置

3％～45％

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

通勤手当 同　じ

扶養手当 同　じ

住居手当 異なる

家賃額に対する支給基準が異なる

市：

- 12 -



- 13 -



（単位 : 千円）

　１　医 業 収 益

(1) 入 院 収 益 958,540

(2) 外 来 収 益 50,475

(3) そ の 他 医 業 収 益 18,765 1,027,780

　２　医 業 費 用

(1) 給 与 費 1,039,832

(2) 材 料 費 62,309

(3) 経 費 302,044

(4) 減 価 償 却 費 69,136

(5) 資 産 減 耗 費 55,954

(6) 研 究 研 修 費 2,883 1,532,158

　　　　医業利益 △504,378

　３　医業外収益

(1) 受 取 利 息 1,597

(2) 患 者 外 給 食 収 益 720

(3) その他医業外収益 6,532

(4) 他 会 計 負 担 金 455,442

(5) 他 会 計 補 助 金 23,000

(6) 補 助 金 0

(7) 引 当 金 戻 入 益 0

(8) 長期前受金戻入益 11,103 498,394

　４　医業外費用

(1) 支 払 利 息 449

(2) 患者外給食材料費 660

(3) 若 岳 荘 運 営 経 費 0

(4) 雑 損 失 3,570

(5) 繰 延 勘 定 償 却 2,314

(6) 補 償 費 1 6,994 491,400

　　　　経常利益 △12,978

　５　特 別 利 益

(1) 過年度損益修正益 1

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 12,978 12,979

　６　特 別 損 失

(1) 過年度損益修正損 1

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 1

　　　　特別損益 12,978

　　　　当年度純利益 0

　　　　前年度繰越利益剰余金（欠損金） △63,065

　　　　当年度未処分利益剰余金（欠損金） △63,065

令和６年度府中市病院事業予定損益計算書

令和6年4月1日から令和7年3月31日
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資　産　の　部 （単位：千円）

１ 固  定  資  産

(1) 有形固定資産

ア 土　　　　　地 26,116

イ 建　　　　　物 1,830,051

同減価償却累計額 △ 1,435,883 394,168

ウ 建 物 附 属 設 備 8,595

同減価償却累計額 △ 8,166 429

エ 構　　築　　物 695,704

同減価償却累計額 △ 643,895 51,809

オ 器　械  備  品 347,992

同減価償却累計額 △ 199,936 148,056

カ 車　両　運　搬　具 15,525

　　 　　　  同減価償却累計額 △ 14,398 1,127

キ 建　設　仮　勘　定 73,302

有形固定資産合計 695,007

(2) 無形固定資産

ア 無形固定資産 3,872

　無形固定資産合計 3,872

(3) 投資その他の資産

ア 長期前払消費税 14,517

イ その他投資 515,000

　投資その他の資産合計 529,517

　固 定 資 産 合 計 1,228,396

２ 流  動  資  産

(1) 現金・預金 1,814,279

(2) 未  収  金

ア 未  収  金 165,452

イ 貸倒引当金 △5,769 159,683

(3) 貯　蔵　品 4,642

(4) その他流動資産 234

流 動 資 産 合 計 1,978,838

3,207,234資    産    合    計

令和６年度府中市病院事業予定貸借対照表

令和7年3月31日
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負　債　の　部 （単位：千円）

３ 固  定  負　債

(1) 企　業　債 115,660

(2) 引　当　金

ア 退職給付引当金 597,012

イ 若岳荘引当金 0 597,012

　　　固定負債合計 712,672

４ 流　動　負　債

(1) 一時借入金 0

(2) 企　業　債 19,633

(3) 未　払　金 91,771

(4) 預　り　金 203

(5) 前　受　金 0

(6) 引　当　金

ア 賞与等引当金 72,690

　　　　   　　　流動負債合計 184,297

５ 繰　延　収　益

(1) 長期前受金 398,511

(2) 同収益化累計額 △302,670

　　　繰延収益合計 95,841

負　債　合　計 992,810

資　本　の　部

６ 資　　本　　金

(1) 自 己 資 本 金

ア 繰入資本金 1,473,952

イ 組入資本金 513,491 1,987,443

　　　資本金合計 1,987,443

７ 剰　　余　　金

(1) 資本剰余金 0

　　　資本剰余金合計 0

(2) 利益剰余金

ア 減債積立金 86,460

イ 利益積立金 0

ウ 建設改良積立金 337,534

エ 当年度未処理欠損金 △ 197,013

　　　利益剰余金合計 226,981

　　　       　　　　剰余金合計 226,981

　　　       資　本　合　計 2,214,424

3,207,234 負  債  資  本  合  計
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　 資　産　の　部 （単位：千円）

１ 固  定  資  産

(1) 有形固定資産

ア 土　　　　　地 26,116

イ 建　　　　　物 1,830,051

同減価償却累計額 △ 1,473,273 356,778

ウ 建 物 附 属 設 備 8,595

同減価償却累計額 △ 8,166 429

エ 構　　築　　物 695,704

同減価償却累計額 △ 644,756 50,948

オ 器　械  備  品 369,973

同減価償却累計額 △ 237,137 132,836

カ 車　両　運　搬　具 15,525

　　 　　　  同減価償却累計額 △ 14,685 840

キ 建　設　仮　勘　定 73,302

有形固定資産合計 641,249

(2) 無形固定資産

ア 無形固定資産 5,247

　無形固定資産合計 5,247

(3) 投資その他の資産

ア 長期前払消費税 12,077

イ その他投資 780,000

　投資その他の資産合計 792,077

　固 定 資 産 合 計 1,438,573

２ 流  動  資  産

(1) 現金・預金 1,564,456

(2) 未  収  金

ア 未  収  金 157,046

イ 貸倒引当金 △5,790 151,256

(3) 貯　蔵　品 4,642

(4) その他流動資産 234

流 動 資 産 合 計 1,720,588

3,159,161資    産    合    計

令和７年度府中市病院事業予定貸借対照表

令和8年3月31日
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　 負　債　の　部 （単位：千円）

３ 固  定  負　債

(1) 企　業　債 106,580

(2) 引　当　金

ア 退職給付引当金 636,978

636,978

　　　固定負債合計 743,558

４ 流　動　負　債

(1) 一時借入金 0

(2) 企　業　債 19,680

(3) 未　払　金 24,136

(4) 預　り　金 203

(5) 前　受　金 0

(6) 引　当　金

ア 賞与等引当金 61,502

　　　　   　　　流動負債合計 105,521

５ 繰　延　収　益

(1) 長期前受金 400,966

(2) 同収益化累計額 △320,412

　　　繰延収益合計 80,554

負　債　合　計 929,633

　

　 資　本　の　部

６ 資　　本　　金

(1) 自 己 資 本 金

ア 繰入資本金 1,489,056

イ 組入資本金 513,491 2,002,547

　　　資本金合計 2,002,547

７ 剰　　余　　金

(1) 資本剰余金 0

　　　資本剰余金合計 0

(2) 利益剰余金

ア 減債積立金 86,460

イ 利益積立金 0

ウ 建設改良積立金 337,534

エ 当年度未処理欠損金 △ 197,013

　　　利益剰余金合計 226,981

　　　       　　　　剰余金合計 226,981

　　　       資　本　合　計 2,229,528

3,159,161 負  債  資  本  合  計
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注 記 表 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品 先入先出法による原価法 

 ２ 固定資産の減価償却方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法    定額法 

    ・主な耐用年数 

      建物       16～47 年       

      建物附属設備    3～18 年  

      構築物       8～30 年  

      器械備品      3～20 年   

      車両運搬具     4～ 6 年         

  （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法     定額法 

    ・耐用年数       5 年 

３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。なお、職員の退職手当に係る取扱いに関する一般会計と

の取り決めに基づき、一般会計が負担すると見込まれる金額を除き、病院会計が負担

すると見込まれる金額を計上している。 

  （２）賞与等引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 （３）貸倒引当金   

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計

上している。 

 ４ その他の重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式 による。 

なお、固定資産に係る控除対象外消費税は長期前払消費税に計上し、10 年間で均等

償却している。 
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Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

   重要な非資金取引 

    当該事項はない。  

  

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

 １ 担保に供している資産等 

    当該事項はない。 

 ２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 54,961 千円 であ

る。 

 ３ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

    当該事項はない。 

４ 引当金の取崩し 

 （１）退職給付引当金 

令和 7年度において、退職給付引当金 2,076 千円を、退職手当を支給するため取り崩す

予定としている。 

 （２）賞与等引当金 

令和 7年度において、6月分期末勤勉手当及びその法定福利費として、61,502 千円を賞

与等引当金から取り崩す予定としている。 

  

Ⅳ．セグメント情報の開示 

   当事業は単一セグメントのためセグメント情報は省略する。 
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